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超学校協会（仮称）
(Learning of Tomorrow)

[bookmark: _GoBack]■趣旨
　IT人材育成策やAI・ビッグデータ・ブロックチェーン等先端技術の教育への導入策など、ITはじめテクノロジーと教育に関する研究、啓発、政策提言などを進める民間の連携体制を構築する。
　未就学児から社会人までの新たな学びを提示する。

■事業内容
・超学校設計（未来の学習環境デザインの提言と構築）
・先端技術(AI、VR/AR、ブロックチェーン等)の教育利用の推進
・ICT教育の推進（プログラミング教育を含むCS/ICT教育の推進等）
・民間のデジタル教育（EdTech）活性化の支援　　等

■組織構成
· 理事はIT及び教育に関係する業界団体/公益法人で構成する。
· プログラミング教育ポータル「CS for ALL」アドバイザーを中心とする
 評議員会を設ける。
· 会員は無料とし、広く賛同企業・団体を募る。

■幹事
　（賛同団体、順不同）
　（社）新経済連盟（新経連）
　（社）コンピュータソフトウェア協会（CSAJ）
　（社）日本IT団体連盟（IT連盟）
　  全国ソフトウェア協同組合連合会（JASPA）
　（社）デジタル教科書教材協議会  （DiTT）
　（社）安心ネットづくり促進協議会（安心協）
　（財）マルチメディア振興センター（FMMC）
　（社）全国携帯電話販売代理店協会（全携協）
　（社）電気通信事業者協会(TCA)
　（社）コンピュータエンターテイメント協会（CESA）
　（社）日本オンラインゲーム協会（JOGA）
　（社）日本音楽制作者連盟（FMPJ）
　（社）日本音楽事業者協会（JAME）
  （財）全国地域情報化推進協会（APPLIC）
　（財）デジタルコンテンツ協会（DCAJ）
　（財）情報通信振興会(DSK)
　（財）インターネット協会（IAjapan）
　（財）日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）
（調整中団体）
　　日本商工会議所、日本生産性本部、情報サービス産業協会、電子情報技術産業協会、テレコムサービス協会、情報通信ネットワーク産業協会、デジタルメディア協会、電気通信普及財団、全国専門学校情報教育協会、日本動画協会、データサイエンティスト協会　等
	
■オブザーバ
　　日本経済団体連合会


■事務局
 ・NPO法人 CANVAS
